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　16年度改定では、「かかりつけ機
能を手厚く評価し、門前薬局の評価
は適正化する」との方針のもと、服
薬状況の一元管理などを行う薬剤師
を評価する「かかりつけ薬剤師指導
料」（70点）が新設される一方で、
いわゆる大型門前薬局を想定した調
剤基本料が創設された。これらの影
響は調剤チェーン各社を中心に薬局
を直撃し、直近の17年２～４月期
決算の主な調剤チェーンの中間業績
にも色濃く表れた。
　多くの企業が、Ｍ＆Ａを含む新規

出店効果等で売上高については何と
か増収を確保したものの、薬価改定
と調剤報酬改定の影響を受け、利益
面は軒並み減益となっている。
　また最近では、Ｍ＆Ａによる再編
が活発な業界として調剤薬局が挙げ
られていることも注目だ。日本Ｍ＆
Ａセンターによると、数年前から買
収の成約件数が目立って増加傾向に
あり、独自調査によると約４割の調
剤薬局が「Ｍ＆Ａによる譲渡の打診
を受けたことがある」と回答したと
され、Ｍ＆Ａが活発化していること

がうかがえる。
　今後、次期調剤報酬改定、かかり
つけ薬剤師制度のさらなる推進によ
り、単独の薬局では医療環境の変化
に対する要求のレベルを満たすこと
が難しくなることも想定され、同セ
ンターでは「よりＭ＆Ａが加速する
のではないか」との見通しを示す。
　一方、調剤チェーンの中には、将
来を見越した先進的な取り組みを始
めている企業も出てきている。アイ
ングループのアインメディオは、藤
田保健衛生大学病院と連携し、薬局
で癌専門薬剤師を養成する取り組み
をスタートさせる。両者の提携のも
と、アインメディオの薬剤師が藤田
保健衛生大学病院に通って研修を行
い、日本医療薬学会認定の“癌専門
薬剤師”の取得を目指すというもの
だ。今回の取り組みが全国の薬局薬
剤師に大きな励みとなることが期待
されている。また、大手チェーンの
日本調剤は、日本薬学会の第三者確

認委員会から、健康サポート薬局研
修実施機関に認定された。健康サポ
ート薬局は、患者が服用している医
薬品などを一元的に管理し、指導す
る「かかりつけ薬剤師・薬局」とし
ての基本的な機能を備えた上で、地
域住民による主体的な健康の維持・
増進を積極的に支援できる薬局。薬
局を地域の健康相談窓口に位置づけ
ることで、地域住民の疾病予防につ
なげたり、これまで以上にセルフメ
ディケーションの浸透を図り、医療
費の削減につなげることが狙いだ。
　現在まで、届け出数は全国的に見
ても多くはないが、着実に数を増や
している状況。こうした中、今回の
認定は調剤チェーンでは初となる認
定。日本調剤では「今後は全都道府
県で展開する当社の事業ネットワー
クを生かし、地域の研修希望の薬剤
師も含めた全国レベルでの研修を開
催していく」としている。
　このように、調剤チェーン各社を
中心にＭ＆Ａや健康サポート薬局へ
の展開など、保険薬局のあり方も小
規模からチェーン、さらに機能も多
様化へと進んできている。

　実際、主な大手ドラッグストア企
業の決算状況を見ると、大幅な増収
増益を達成した企業がある一方、微

増収にとどまっている企業もあるな
ど好調さにバラツキがある。17年
２月期の中間決算を見ると、大幅な

増収増益を達成したのがウエルシア
ホールディングス。売上高は前年同
期比34.6％増となったほか、利益
面もいずれも二桁の伸びを示した。
　同ＨＤは、自らの健康を自ら守る
取り組みが民間で行われる時代にな
ったことに非常に大きなチャンスと
手応えを示しており、取り組みを進
める24時間営業やウエルカフェ構
想が成長し続けるための必須条件と
位置づけている。
　一方、業界レポートでは、今後の
調剤報酬は下げられる傾向にあり、
これまでのような利益は望めなくな
ること、安さと便利さで顧客を獲得
してきた食品についても、市場の減
少や需要構造の変化、狭小商圏によ

るコンビニエンスストアとの競争激
化という様々な要因から、ドラッグ
ストアという業態を牽引するカテゴ
リーであり続けないとし、冷静な視
点で先を見据えている。ドラッグス
トア業界は、これまでの安くて便利
な買い物の役割だけでなく、超高齢
社会においてどのような役割や機能
を果たす業態に進化できるのか。そ
こに成長を占うカギとなる。
　こうした中、ドラッグストア業界
・企業でも新たな動きや試みが始ま
っており、新しい需要に対応するド
ラッグストア店舗も出現してきてい
る。10年前には赤ちゃんのオムツ
が売れた地域が、今ではほとんど売
れず、最近は高齢者のオムツが売れ
ている。それがドラッグストアの実
態である。
　これは高齢化社会では、地域の需

　保険薬局業界は、2016年度調剤報酬改定で導入された「か
かりつけ薬剤師」制度、健康サポート薬局制度の届け出スタ
ートという大きな制度改正を受けた動きが注目されている。
特に調剤報酬改定や薬価引き下げなどの影響は、主な調剤チ
ェーン各社の中間業績にも表れており、多くの企業はＭ＆Ａ
を含めた新規出店効果で売上増を確保しつつも、利益面では
厳しい状況に直面している。そのため、調剤チェーンなどに
よるＭ＆Ａが活発化してきており、今後もこうした再編含み
の流れは加速しそうで、就職先選びの参考としたい。

　最近のドラッグストア業界は、店舗数は毎年500店舗ほど
増えているものの、業界規模の伸びは少ない。ドラッグスト
ア業態の取扱カテゴリーのほとんどが業態シェア70％前後
になっており、既に伸びしろがない状況だ。それでも、業界
団体の日本チェーンドラッグストア協会（ＪＡＣＤＳ）がま
とめたレポートによると、シェアの低い保険調剤や食品に力
を入れている店舗は活性化傾向にある。保険調剤は、登録販
売者の導入と処方箋の面への広がりによって、薬剤師の不足
状況はあるものの、ドラッグストア調剤併設店舗が増加して
いる。最近ウエイトが拡大している食品は、店舗の大型化、
多店舗出店によって商圏が狭小化している中、かえって地域
住民から食品の取り扱いへの要望が大きくなっており、その
結果、売上を伸ばしている状況につながっているようだ。
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